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義務教育について国が必要な経費を負担する義務教育費国庫負担制度は、教育の機会

均等とその水準の維持向上を図ることを目的として、義務教育制度を財政面から支える

重要な役割を担っている。 

しかしながら、本制度は昭和６０年以来、国と地方の役割分担、国と地方の財政状況

等を踏まえて、制度改革及び歳出抑制の観点から見直されてきており、平成１８年度か

らは小中学校の教職員給与費の国庫負担割合が、２分の１から３分の１へと引き下げら

れているところである。 

一方、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含む国と地方の税財政の在り方を見直す

「三位一体の改革」は、真の分権型社会を実現するために必要なものであるが、税源移譲や

権限移譲など改革の全体像がいまだ明確にはなっていない状況にある。 

このような中、今後、地方の財源確保策が不十分なまま義務教育費国庫負担制度が廃止さ

れ全額一般財源化された場合には、現行教育制度の根幹を揺るがすと同時に地方財政を圧迫

し、義務教育の円滑な推進に重大な影響を及ぼすことが懸念される。 

よって国におかれては、義務教育に係る予算について、地方財政を圧迫するような負担転

嫁とならないよう財源を確保するとともに、教科書無償制度を堅持し保護者の負担軽減を図

るなど、行き届いた豊かな教育の実現に向けて特段の措置を講ぜられるよう強く要望するも

のである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する｡ 
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